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「請負工事監督・検査事務処理要領の制定について」等の 

一部改正について 

 

標記について、下記のとおり改正することとしたので、遺漏なきよう措置された

い。 

 

記 

 

（請負工事監督・検査事務処理要領の制定についての一部改正） 

１ 「請負工事監督・検査事務処理要領の制定について」（平成８年４月１日付け

港管第８７３号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍

線を付した規定は、当該規定を改正後欄に掲げるもののように改める。 

改 正 後 改 正 前 

（別紙） 

請負工事監督・検査事務処理要領 

 

第８条 監督職員は、次に掲げる関係図書を整備

し、監督に使用するとともに監督の経緯を明らか

にしておかなければならない。 

１ （略） 

２ 施工管理に必要な書類等 

 ①施工・工程管理に関する書類等 

  ・施工計画書 

（別紙） 

請負工事監督・検査事務処理要領 

 

第８条 監督職員は、次に掲げる関係図書を整備

し、監督に使用するとともに監督の経緯を明らか

にしておかなければならない。 

１ （略） 

２ 施工管理に必要な書類等 

 ①施工・工程管理に関する書類等 

  ・施工計画書 



 

 

・施工体制台帳 

・施工体系図 

・履行報告書もしくは履行状況を記した週間工

程表 

・港湾工事共通仕様書1-1-28履行報告に定める

週間工程表（材料・立会・施工状況検査願） 

・工事材料検査書 

・立会・施工状況検査書 

・寄託物品・支給材料・貸与物件要求書 

・寄託物品・支給材料・貸与物件（受領・借

用・返還）書（写） 

・支給材料精算書（写） 

・現場発生品調書（写） 

・施工条件確認請求書（写） 

 ②～⑥ （略） 
 

・施工体制台帳 

・施工体系図 

・履行報告書（工事旬報） 

・業務確認書 

・材料・立会・施工状況検査願 

・工事材料検査書 

・立会・施工状況検査書 

・寄託物品・支給材料・貸与物件要求書 

・寄託物品・支給材料・貸与物件（受領・借

用・返還）書（写） 

・支給材料精算書（写） 

・現場発生品調書（写） 

・施工条件確認請求書（写） 

 ②～⑥ （略） 

 附 則 

本通達は、令和７年４月１日より施行する。それ以前のものについては、なお従

前の例による。 

 

（設計・測量・調査等業務監督・検査事務処理要領の制定についての一部改正） 

２ 「設計・測量・調査等業務監督・検査事務処理要領の制定について」（平成８年

４月１日付け港管第８７３号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する

改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改 正 後 改 正 前 

（別紙） 

設計・測量・調査等業務監督・検査事務処理要領 

 

第９条 調査職員は、次に掲げる関係図書を整備

し、監督に使用するとともに監督の経緯を明らか

にしておかなければならない。 

１．契約に関する書類等 

①～④ （略） 

⑤再委託承諾申請書（写）、再委託通知書 

 

⑥～⑱ （略） 

２．施工管理に必要な書類等 

①業務・工程管理に関する書類等 

（別紙） 

設計・測量・調査等業務監督・検査事務処理要領 

 

第９条 調査職員は、次に掲げる関係図書を整備

し、監督に使用するとともに監督の経緯を明らか

にしておかなければならない。 

１．契約に関する書類等 

 ①～④ （略） 

⑤下請負（委任）承諾申請書（写）、下請負人通

知書 

⑥～⑱ （略） 

２．施工管理に必要な書類等 

①業務・工程管理に関する書類等 



 

 

・業務計画書 

・履行報告書もしくは業務工程計画と履行状況

を比較できる工程管理表及び週間工程表等 

・打合せ・確認等記録簿 

・貸与物件等（受領・借用・返還）書（写） 

・現場発生品調書（写） 

・履行条件確認請求書（写） 

 ②～⑤ （略） 

・業務計画書 

・履行報告書（業務旬報） 

 

・打合せ・確認等記録簿 

・貸与物件等（受領・借用・返還）書（写） 

・現場発生品調書（写） 

・履行条件確認請求書（写） 

 ②～⑤ （略） 

 附 則 

本通達は、令和７年４月１日より施行する。それ以前のものについては、なお従

前の例による。 


